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イントロダクション
COP25の位置づけ
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COP25の位置づけ
国際交渉上の位置づけ

• パリルールブックの積み残し
Ø 第6条
Ø 共通の時間枠
Ø 透明性枠組みに基づく報告フォーマット 等々

• 2020年の「野心」の引き上げ機運を高められるか
• 「損失と損害（ロス＆ダメージ」等々
• 米国のパリ協定脱退正式通知後、最初のCOP

科学的知見の深化
• 気候変動に関する政府間パネル（IPCC)
Ø 『1.5℃温暖化』特別報告書（2018）
Ø 『海洋・雪氷圏』特別報告書 (2019)
Ø 『気候変動と土地』特別報告書 (2019)

• 生物多様性及び生態系サービスに関する政府
間科学-政策プラットフォーム（IPBES）
Ø 『地球規模評価報告書』(2019)

⇒問題の深刻さ、社会変革の必要性、対策の
緊急性

気候変動への危機感の
高まり
• 「気候非常事態」宣言
Ø 1,300以上の国・地方

政府（25カ国）
Ø 日本：7つの自治体

• 若者を中心としたグロー
バル気候マーチ」
Ø 800万人規模を動員

2050年ネットゼロエミッ
ションに向けた動き
• 国連事務総長の呼び掛け
• 非国家主体の動き

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、COP25の位置づけについて。国際交渉上は、前回のCOPの積み残しである、パリ協定第6条に関する実施ルールや、パリ協定の下での野心引き上げ、つまり目標や行動の強化の最初の一斉、引き上げの機会である2020年にむけて、各国にその動きを促進するようもとめられるかが、大きなポイントとなりました。より大きな文脈の中に位置づけることが重要。一つは、科学的知見の深化です。ここにあるように様々な形で最新の科学的知見がとりまとめられたが、その共通メッセージとしては、気候変動問題の深刻さ、それを食い止めるためには社会変革が必要であり、そのための対策は緊急に講じなくてはならないということです。二つ目として、こうした科学からの警鐘と、肌で感じる異常気象の脅威により、気候変動への危機感がかつてなく高まった。気候異常事態という言葉はOxford Dictionariesの2019年の言葉に選ばれ、1300以上の国あるいは地方政府が「気候非常事態」宣言を行っています。日本でも、昨年の台風19号で甚大な被害を受けて長野県をはじめ、7つの自治体が宣言を行っている。また、タイム誌に2019年の人に選ばれたグレダ・トゥーンベルさんを中心としたグローバル気候マーチも800万人を動員するにいたっています。三つ目として、こうした状況を受けて、2050年までに排出量をネットゼロ、正味ゼロにしようという動きが、国連事務総長の呼び掛けもあり、活発化していることが挙げられる。こうした大きな文脈の中で注目されたCOPと言える。
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注目を浴びたCOP
• 前回COPに比べ政府参加者、非国家主体参加者、報道関係者のすべてで増加
• 2,000人を超える報道関係者の参加（COP15、COP21に次ぎ3番目の多さ）
• 非国家主体参加者もCOP22以降、拡大傾向が続く（COP23ではイベント専用ゾーンあり）

22,345

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
どれだけ注目されたかは、実際の参加者数を見てもわかります。前回COPに比べ、政府参加者、非国家主体参加者、そして報道関係者のすべてで増加しました。特に注目したいのは、報道関係の参加者は2000人を超え、ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ合意が議論されたCOP15やパリ協定が採択されたCOP21に次ぎ、3番目の多さとなった。さらに、非国家主体の参加者もCOP22以降、拡大傾向が続き、今回の参加数はCOP21のそれを超えるに至った。 
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史上最長の延長COP
• 採択は会期終了予定時間のほぼ44時間後

京都議定書
採択

京都ルール
ブック採択目標
（合意できず）

2020年以降の新たな
法的枠組みの
交渉開始に合意

パリ協定
採択

パリルール
ブック採択

野心引き上げの文言を
巡り難航

6条ルールに合意できず

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こうした注目を浴びた中、6条のルールや野心引き上げについての文言を巡る交渉は難航し、終了は、当初予定されていた時間からほぼ44時間後の12月15日日曜日の午後1時56分となりました。これまでの最長が、2020年以降の新たな法的枠組みの交渉開始に合意したCOP17の●時間だったが、今回、初の40時間の大台を超えた。
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野心引き上げを表明した国は増えたものの、排出上位国は限定的。
しかし、国際社会が脱炭素化へ向けて舵をきったことにブレはない

2020年での野心引き上げ
• 引き上げ表明は73か国に増加（国連気候行動サミット時は59か国）。NDC（国別目標）

を持たないEU加盟国のうち11ヵ国も行動強化の国内プロセス開始（チリ国政府発表リスト）

• EUもEuropean Green Deal案発表（2030年排出削減目標の引き上げ含む）

• 小島嶼国、後発発展途上国、欧州が野心引き上げ・2050年ネットゼロをけん引
• ただし、排出上位国の動きは限定的。2050年ネットゼロを表明した国・地域・州の

総排出量は世界の約18％
• 他方、2050年ネットゼロへ向けた非国家主体の動きが活発化

ü 73か国：大半が小中規模の途上国。小島嶼国あるいは後発発展途上国（LDCｓ）が43か国を占める

2050年ネットゼロエミッション
• 73か国・地域（EU及び15EU加盟国を含む）、14州、401都市が表明 （チリ国政府発表リスト）
• 177社（株式時価総額2.8兆ドル、総雇用者数580万人）、16の機関投資家（運用資産総額4

兆ドル）も2050年ネットゼロにコミット

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
交渉は難航し、6条に関するルールの合意はなし。2020年での野心引き上げについては、昨年9月の国連気候行動サミット時は59か国であったのが、今回のCOPでは73か国に増加。また、EUも2030年目標の引き上げを含む、European Green Dealの案を発表。また、2050年までのネットゼロエミッションに向けは73ヵ国・地域が表明をおこなった。こうした動きをけん引するのは、欧州諸国、そして、小中規模の途上国、特に、小さな島国や後発発展途上国です。その一方で、排出上位国の動きは鈍く、例えば2050年ネットゼロを表明した国、地域、州の総排出量は世界の約18％にとどまります。他方で、177社の企業が2050年ネットゼロを表明しており、その株式時価総額は2.8兆ドル（日本円で342兆円）に上ります。こうした企業は、サプライチェーン全体での取り組みを掲げているので、更なる波及効果が見込まれます。加えて、運用資産総額4兆ドル（日本円にして480兆円強）を持つ16の機関投資家も、投資先にネットゼロを達成することを働きかけをすることで、自らのポートフォリオを2050年までにネットゼロにすることにコミットしました。このように、COP25の交渉自体は、各国の思惑もあり難航し、必ずしも良い結果を得たとは言えないが、非国家主体の2050年ネットゼロに向けた動きは活発化しており、国際社会が脱炭素化に向け舵をきったことにブレはない、ということが言える。
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ご清聴ありがとうございました。
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